
3補正に関する内容及び補正に当たり参考となる情報
(1)本件開示請求で請求する行政文書の名称等に、
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行政文書開示請求書の補正について（依頼）

平成26年8月26日付けの行政文書の開示請求書について、行政機関の
する法律（以下「法」という｡）第4条第2項の規定に基づき、下記の

保 関

下記のとおり補正を求めます。

記

補正を求める開示請求書
行政文書開示請求書（平成26年8月27日付け平26警察庁甲情公収第149号）
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2補正を求める理由

行政文書の名称を特定し、手数料を確認するため
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直近の10年間における道路交通法上の道路分類別交通事故発生件数。

ただし、高速自動車国道、自動車専用道路、一部車両通行規制のある道路、その他の
道路の内訳がわかるもの。

と記載されているため統計資料を検索したところ、「一部車両通行規制のある道路」におけ

る交通事故発生件数を示すものは作成していないため、上記の条件を全て満たす統計資料は
保有していませんでした。
なお、平成15年からの一般国道、主要地方道、一般都道府県道、市町村道、高速自動車国
道、自動車専用道及びその他の道路に係る道路種類別交通事故件数であれば、警察庁ホーム
ページにて公表している「平成25年中の交通事故の発生状況」の30ページに掲載しています
ので、開示請求によらず、ご覧いただけます。
(2)開示請求書記載の条件を全て満たすものについて、保有していないため不開示とする処分
を希望する場合には、別紙補正書にてその旨ご回答ください。

なお、不開示とする処分の場合であっても、法第16条及び同法施行令第13条により、一件
の請求につき300円の手数料を要します。
(3)開示請求する統計資料の検索条件を変更する場合には、別紙補正書にてその旨ご回答くだ
さい。この場合には、本件開示請求書を返戻しますので、あらためて開示請求を行ってくだ
さい。
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4補正の期限等

平成26年9月24日（水）【必着】までに「補正書」を返送してください。

期限までに補正がなされない場合には、開示しない旨の決定を行います。
■

5備考

補正に要した日数は、法第10条第1項ただし書により、開示決定等の期間計算には算入され

ないこととされています。


